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 連結計算書類のうち連結株主資本等変動計算書及び連結注

記表、計算書類のうち株主資本等変動計算書及び個別注記表

につきましては、法令及び当社定款第 14条の規定に基づき、

インターネット上の当社ウェブサイト (http://www.chuo-

bus.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様にご提供して

おります。 



（単位：千円）

資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合　　計

2,100,000 759,341 28,212,964 △ 1,214,547 29,857,759

剰 余 金 の 配 当 △ 173,961 △ 173,961

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

158,184 158,184

自 己 株 式 の 取 得 △ 1,272 △ 1,272

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の当期変動額（純額）

- - △ 15,776 △ 1,272 △ 17,048

2,100,000 759,341 28,197,188 △ 1,215,819 29,840,710

その他有価証券
評 価 差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

972,096 △ 564,332 407,764 338,848 30,604,371

剰 余 金 の 配 当 △ 173,961

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

158,184

自 己 株 式 の 取 得 △ 1,272

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の当期変動額（純額）

△ 232,918 60,161 △ 172,756 28,467 △ 144,289

△ 232,918 60,161 △ 172,756 28,467 △ 161,338

739,177 △ 504,170 235,007 367,315 30,443,033
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当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

その他の包括利益累計額

非支配株主
持　　　分

純資産
合　計

当 期 末 残 高

連結株主資本等変動計算書

（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

株　主　資　本
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連 結 注 記 表 

 

1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（1）連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 14社 

主要な連結子会社の名称…空知中央バス㈱、札幌第一観光バス㈱、㈱泰進建設、勝井建設工業

㈱、中央ビルメンテナンス㈱、中央バス観光開発㈱、㈱中央バス自

動車学園 

（2）持分法の適用に関する事項 

持分法適用関連会社の数 3社 

主要な持分法適用関連会社の名称…中央バス総業㈱、中央振興㈱ 

（3）会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法 

評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定 

時価の把握が極めて困難なもの…移動平均法による原価法 

たな卸資産の評価基準及び評価方法 

主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定） 

ただし、建設業については個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

      有形固定資産…定率法 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物(附属設備を除く)並び

に平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物  2～ 6 0 年 

車両運搬具    2～ 1 0 年 

③ 重要な引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金…債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金…従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づく当期負担額

を計上しております。 

完成工事補償引当金…完成工事に関する瑕疵、補償サービスによる損失に備えるため、過

去の補修費の支出割合により補償見積額を計上しております。 

工 事 損 失 引 当 金…工事損失の発生に備えるため、当連結会計年度末において工事損失

が見込まれ、かつ、その損失を合理的に見積もることが可能な工事

について損失見積額を計上しております。 

役 員 退 職 引 当 金…役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額  

を計上しております。  
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④ 退職給付に係る負債の計上基準 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債

務から年金資産の額を控除した額を計上しております。 

数理計算上の差異の費用処理方法 

  各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

未認識数理計算上の差異の処理方法 

 税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調

整累計額に計上しております。 

   ⑤ 重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 

その他の工事 

工事完成基準 

⑥ 消費税等の会計処理方法 

消費税等（消費税及び地方消費税）の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

2．表示方法の変更 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28号 平成 30年 2月 16日）を当連

結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固

定負債の区分に表示する方法に変更しております。 

 

3．連結貸借対照表に関する注記 

（1）有形固定資産の減価償却累計額  41,128,911 千円 

（2）担保に供している資産  定期預金       3,000千円 

上記に対応する債務  買 掛 金         118千円 

  

4．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 普通株式 3,146,000 株 

（2）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 
配当金の 

総額 

1 株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成 30年 6月 28日 

定時株主総会 
普通株式 

千円 

173,961 

円 

60  平成 30年 3月 31 日 平成 30年 6月 29日 

(3) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

決議 
株式の 

種類 

配当金の

総額 

配当の 

原資 

1株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

令和元年 6月 27日 

定時株主総会 

普通 

株式 

千円 

144,953  
利益 

剰余金 

円 

50  平成 31年 3月 31日 令和元年 6月 28日 
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5．金融商品に関する注記 

（1）金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については、定期預金及び公社債（投資適格債）等の安全性の高い

金融資産で運用しております。また、一時的な資金調達については、銀行借入（当座貸越契約）

によっております。 

（2）金融商品の時価等に関する事項 

平成 31年 3月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。 

 
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

 千円 千円 千円 

(1) 現金及び預金 6,237,655  6,237,655  －  

(2) 受取手形及び売掛金 4,129,475  4,129,475  －  

(3) 有価証券及び投資有価証券    

①  満期保有目的の債券 3,540,580  3,549,526  8,945  

②  その他有価証券  2,510,812    2,510,812  －  

(4) 支払手形及び買掛金 1,822,397  1,822,397  －  

(注)1．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

(3)有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は

取引金融機関から提示された価格によっております。また、金銭信託は短期間で決済

されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(4)支払手形及び買掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

2．非上場株式（連結貸借対照表計上額 425,828千円）及び関連会社株式（連結貸借対照表計

上額 340,553 千円）は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることな

どができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 有価証券及び投

資有価証券 ② その他有価証券」には含めておりません。 

 

6．賃貸等不動産に関する注記 

（1）賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社グループでは、札幌市その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的としてテナント

ビルや賃貸土地・建物を所有しております。 

（2）賃貸等不動産の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価 

4,373,546千円  5,916,028千円  

(注)1．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金

額であります。 

2．当連結会計年度末の時価は、主に固定資産税評価額等に基づいて自社で算定した金額であ

ります。 
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7．関連当事者との取引に関する注記 

（1）役員 

役員の兼任等

事業上の関係：車両燃料等の購入

取引金額取引内容種類
議決権等の

被所有割合

会社名

(住所)

杉商㈱

(小樽市)

科目 期末残高

役員が議決権の過半数を

所有している会社等

％ 千円 千円

直接 1

車両燃料

等の購入
512,177

支払手形

及び買掛金
42,258

関係内容

 

(注)1．取引条件及び取引条件の決定方針等 

車両燃料については、当社と関連を有しない他の当事者を含め一括交渉を行い、市場価格

を勘案して、一般的取引条件と同様に決定しております。 

2．当社取締役杉江俊太郎氏が議決権の過半数を保有しております。 

3．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

8．1株当たり情報に関する注記 

（1）１株当たり純資産額   11,489円 80銭 

（2）１株当たり当期純利益     60円 43銭 

 

9．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



剰 余 金 の 配 当

土 地 圧 縮 積 立 金
の 積 立 て

そ の 他 資 産 圧 縮
積 立 金 の 積 立 て

そ の 他 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 し

特 別 償 却 準 備 金
の 取 崩 し

買 換 等 特 別 勘 定
積 立 金 の 積 立 て

買 換 等 特 別 勘 定
積 立 金 の 取 崩 し

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

剰 余 金 の 配 当

土 地 圧 縮 積 立 金
の 積 立 て

そ の 他 資 産 圧 縮
積 立 金 の 積 立 て

そ の 他 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 し

特 別 償 却 準 備 金
の 取 崩 し

買 換 等 特 別 勘 定
積 立 金 の 積 立 て

買 換 等 特 別 勘 定
積 立 金 の 取 崩 し

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

資本剰余金
合 計

利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金

土 地 圧 縮
積 立 金

その他資産
圧縮積立金

特 別 償 却
準 備 金

買換等特別
勘定積立金

　  株 主 資 本 等 変 動 計 算 書  　
（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）

（単位 ： 千円）

株　　主　　資　　本

資　本　金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

1,047,119 403,522 361 1,633

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

当 期 首 残 高 2,100,000 751,101 1 751,102 525,000

1,633

当 期 変 動 額

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高

2,100,000 751,101 1 751,102 525,000 1,047,119 403,522 361

1,633

1,555

△ 24,645

△ 120

4,499

△ 1,633

4,499

株　主　資　本 評価・換算差額等

純資産合計

利 益 剰 余 金

自己株式

1,633 △ 23,090 △ 120 2,865

当 期 末 残 高 2,100,000 751,101 1 751,102 525,000

当 期 変 動 額 合 計 － － － － －

株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評 価 ・ 換 算
差額等合計

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計配 当 準 備

積 立 金
別途積立金

繰 越 利 益
剰 余 金

1,048,753 380,431 240

23,183,851 970,264 970,264 24,154,115

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

159,081 159,081

当 期 首 残 高 393,000 13,800,000 4,926,612 21,097,249 △ 764,500

159,081 159,081

24,313,197

当 期 変 動 額

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高

393,000 13,800,000 5,085,694 21,256,331 △ 764,500 23,342,932 970,264 970,264

△ 173,961 △ 173,961 △ 173,961 △ 173,961

△ 1,633 － － －

△ 1,555 － － －

24,645 － － －

－120 － －

△ 4,499 － － －

1,633 － － －

△ 1,272

272,221

△ 1,272 △ 1,272

272,221 272,221 272,221

△ 224,047 △ 224,047 △ 224,047

746,217 24,186,137

96,987 △ 224,047 △ 224,047 △ 127,060

当 期 末 残 高 393,000 13,800,000 5,202,665 21,354,590 △ 765,772

当 期 変 動 額 合 計 － － 116,970 98,259 △ 1,272

23,439,920 746,217
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個　別　注　記　表

重要な会計方針に係る事項

有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 …………移動平均法による原価法

満期保有目的の債券 ……………………償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの ………………………期末日の市場価格等に基づく時価法

評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定

時価の把握が極めて困難なもの……移動平均法による原価法

貯蔵品の評価基準及び評価方法

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

固定資産の減価償却の方法

…定率法

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに

平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ～ 年

構築物 ～ 年

車両運搬具 ～ 年

…定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）

に基づく定額法を採用しております。

…取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、3年均等償却

…均等償却

引当金の計上基準

…債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

…従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（11年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌

期から費用処理することとしております。

…役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

消費税等の処理方法

消費税等（消費税及び地方消費税）の会計処理は、税抜方式によっております。

少額減価償却資産

長 期 前 払 費 用

（4）

（5）

貸 倒 引 当 金

退職給付引当金

役員退職引当金

　1．

（1）

（2）

（3）

有 形 固 定 資 産

2

2

2

無 形 固 定 資 産

50

60

10
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会計方針の変更等

会計方針の変更

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年2月16日)を当期の

期首から適用し、子会社株式に係る将来加算一時差異について見直しを行い、遡及適用を行ってお

ります。

　これにより、従来と同一の方法による場合と比べて、繰延税金負債が159,081千円減少しており

ます。また、当期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、利益剰余金が159,081千円

増加しております。

表示方法の変更

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年2月16日)を当期の

期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区

分に表示する方法に変更しております。

貸借対照表に関する注記

取得価額から控除した国庫補助金等の圧縮記帳額

建物 千円

構築物

機械及び装置

車両運搬具

工具器具及び備品

土地

ソフトウェア

計

有形固定資産の減価償却累計額 千円

保証債務 千円

関係会社に対する短期金銭債権 千円

関係会社に対する長期金銭債権

関係会社に対する短期金銭債務

関係会社に対する長期金銭債務

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高の総額 千円

営業取引以外の取引高の総額

株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数　普通株式 株

（1）

（2）

　2．

246,921

　3．

（1）

（2）

925,408

149,338

13,065

60,445

38,898,324

322,157

11,212

1,918,756

　5．

500,926

（3）

3,400,384

（4）

　4．

6,089,509

2,700

199,431

7,138

281,153

1,750,000
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税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金負債

土地圧縮積立金 千円

その他資産圧縮積立金

買換等特別勘定積立金

その他有価証券評価差額金

その他

繰延税金負債合計

繰延税金資産

未払事業税

未払費用

退職給付引当金

役員退職引当金

有価証券評価損

減損損失

資産除去債務

関係会社支援損

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

繰延税金負債の純額

関連当事者との取引に関する注記

子会社

役員の兼任等

事業上の関係：スキー場施設、事務所等の賃貸

　　　　　　　同社所有地の賃借

（注）1．取引条件及び取引条件の決定方針等

    スキー場施設の賃貸料については、総原価を勘案した上で合理的に決定しております。

（注）2．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

460,244

　6．

△ 1,343,067

166,951

315,429

3,268

947,869

△ 565,801

△ 46,350

△ 67,777

△ 421,818

△ 64,210

△ 47,787

1,974

△ 16,206

△ 22,662

585,073

△ 757,994

△ 90,453

189,875

　7．

（1）

会社名
（住所）

資本金 事業の内容
議決権等の
所有割合

中央バス観光開発㈱
（小樽市）

直接100 観光事業100,000

千円 ％

関係内容

取引内容

266,502 売掛金 67,625

取引金額 科目 期末残高

千円 千円

スキー場
施設の賃貸
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役員の兼任等

事業上の関係：施設の建築

　　　　　　　事務所等の賃貸

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　　資金の借入については、連結経営上、グループとしてのリスク管理の向上及び経営効率化を図るため、当社で

　　グループ各社の余剰資金を集中し、一元的に管理・運用するためのものであります。

　　なお、借入金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

役員の兼任等

事業上の関係：貸切バスの被斡旋

　　　　　　　事務所等の賃貸

（注）1．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　債務保証については、同社のＡＮＡセールス㈱ほか3社との取引に基づく債務について連帯保証をしているもの

　　であり、記載金額は当該債務の期末残高であります。なお、保証料は受領しておりません。

（注）2．取引金額には消費税等が含まれておりません。

関連会社

役員の兼任等

事業上の関係：車両燃料等の購入

（注）1．取引条件及び取引条件の決定方針等

    車両燃料については、当社と関連を有しない他の当事者を含め一括交渉を行い、市場価格を勘案して、一般的

    取引条件と同様に決定しております。

（注）2．当社は中央バス総業㈱の発行済株式総数の24％を所有しておりますが、会社法第308条第1項の規定により、議

（注）2．決権を有しておりません。

（注）3．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

科目 期末残高

中央バス総業㈱
（札幌市中央区）

千円 ％ 千円 千円

物品販売業40,000
直接37
間接 2

車両燃料
等の購入

1,411,141 買掛金 121,175関係内容

（2）

会社名
（住所）

資本金 事業の内容
議決権等の
被所有割合

期末残高

千円

――

取引内容 取引金額

―

千円

350,000

千円

長期借入金650,000
借入金の

返済

2,700債務保証

科目取引金額取引内容

千円

期末残高事業の内容
議決権等の
所有割合

㈱泰進建設
（滝川市）

千円

152,000

関係内容

直接100

％

建設業
不動産事業

介護福祉事業

会社名
（住所）

資本金

利息の支払 1,136 ―

取引内容 科目取引金額

㈱シィービーツアーズ
（札幌市中央区）

千円

資本金 事業の内容

関係内容

10,000 旅行業 直接100

会社名
（住所）

議決権等の
所有割合

％
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役員

役員の兼任等

事業上の関係：車両燃料等の購入

（注）1．取引条件及び取引条件の決定方針等

    車両燃料については、当社と関連を有しない他の当事者を含め一括交渉を行い、市場価格を勘案して、一般的

    取引条件と同様に決定しております。

（注）2．当社取締役杉江俊太郎氏が議決権の過半数を保有しております。

（注）3．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 銭

１株当たり当期純利益 銭

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

8,342

93

科目 期末残高

役員が議決権の過半数
を所有している会社等

％ 千円 千円

直接 1

車両燃料
等の購入

512,177 買掛金 42,258
関係内容

70

89

円

円

（3）

種類
議決権等の
被所有割合

　8．

（1）

（2）

会社名
(住所)

杉商㈱
(小樽市)

取引金額取引内容

　9．
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